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朝鮮戦争と日本の鉄鋼業の特需効果　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
朝鮮戦争による特需ブームは世間で「金へん景気」と呼ばれるほど鉄鋼や非鉄関連の企業が活況を浴びた。特需によってトラックや爆弾などを製造するために大量の金属を必要としたからである。

終戦直後の日本の鉄鋼業は欧米諸国に比較して設備や生産能力において後れを取っていた。ヨーロッパ諸国はマーシャルプランに基づく設備の合理化が進展し、米国においては莫大な投資が行なわれ、急速な設備近代化が進展していた。したがって、日本の鉄鋼業と欧米諸国の鉄鋼業との間では国際競争力において大きな格差があった。このような条件を鑑み、当時日本国内においては鉄鋼無用論、または鉄鋼縮小論が論議されていた。その理由としては、鉄鉱石やコークス用炭が乏しい日本が高炉を基本とする銑鋼一貫の生産形態を作り上げることは経済の効率性から見て無理であり、採算が合わない。限られた資金の中から莫大な金額を鉄鋼に投入するよりは、少ない投資で採算性のある分野へ積極的に投資すべきであり、必要な鋼材は輸入した方が得策であるという考えであった。
このように、終戦直後の日本の鉄鋼業をめぐる環境は相当厳しい状況であった。しかし、日本経済自立のためには鉄鋼業は重要であるという認識が優勢となり自立に向かって歩み始めようとした時に、朝鮮戦争が勃発したのだ。鉄鋼業界にとってはまさに「干天の慈雨」であった。
神戸製鋼社史は、「おりから起こった昭和25年6月25日の朝鮮戦争により、特需による膨大な発注を受け、酸素製鋼による生産性向上と相まって、当社の生産は急激に上昇した。昭和25年のわが国における普通鋼鋼材総出荷量は、前年度を約50％近く上まわる316万トンにも達した。なかでも薄板、小形棒鋼、普通線材の伸びは著しかった。翌26年の鋼材出荷は、総量で450万トンとさらに躍進し、うち国内に370万トン、輸出・特需80万トンという実績であった。

この飛躍的な鋼材生産の伸びに当社の平炉が活躍したことはいうまでもない。」
と当時の状況について書いている。また、八幡製鉄社史は、朝鮮戦争の勃発が補給金廃止、産業活動沈滞等により苦しい自立への道を歩み始めた日本鉄鋼業に大きな飛躍をもたらしたと記述し、国内需要の拡大、米軍特需の急増、世界的鉄鋼不足による国際的な鉄鋼価格の高騰と輸出の増大等は、その業績を急激に上昇させ、鉄鋼業に大きな自信を与えたと特需効果を肯定的に評価している。

　
朝鮮戦争による鉄鋼関係の特需は、ドラム缶、レール、形鋼、トラック、機械など一次および二次の鉄鋼製品が多く、鉄鋼業についてみれば、戦争勃発後の３カ月間に受注高は、鋼材5万3000トン、二次製品2万5000トン、合計7万8000トンに上った。このほかにも間接的に使用された鉄鋼も相当あった。このように、鉄鋼特需は月3万トンの割合であったので、年間40万トンの規模となり、これが鉄鋼市況にとって大きな刺激となった。

日本の鉄鋼産業においては、朝鮮戦争の勃発によって大きな変化が起こった。これを契機に実需および思惑需要から、それまで完全に買い手市場であった鉄鋼業が売り手市場に転換した。1949年の鉄鋼生産は705万トンであったが、50年には1083万トンに増加し、51年には1477万トンに、55年には2204万トンにさらに増加した。49年から55年までの6年間に3倍以上増加した。

1949年の日本の粗鋼生産は311万トンであったのに対し、米国7074万トン、ソ連2330万トン、英国1580万トン、ドイツ916万トン、フランス1091万トンであった。日本の鉄鋼業は欧米先進国に比べて大きく遅れていた。しかし、朝鮮戦争による特需の効果と世界的な鉄鋼価格の急騰によって、粗鋼生産も1955年には1949年の3倍増の941万トンに増加した。そのために欧米先進国との差を縮小することが可能であった。

このような鉄鋼生産増加と鉄鋼価格の急騰により、鉄鋼各社は大いに利益を上げ、資本蓄積を増大させた。鉄鋼産業は産業の要として日本の戦後復興のけん引となった。

　
特需も一種の輸出であるが、特需以外の鉄鋼の輸出も朝鮮戦争の刺激によって活況に転じた。鉄鋼に限らず、輸出全体が朝鮮戦争を契機として、米国をはじめとする諸国の戦略物資の買い溜め傾向が顕著となり、輸出が好調であった。朝鮮戦争の特需景気に助けられた日本の鉄鋼業界は基盤整備を確立し、その後の発展の契機とした。

